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小特集　政策と心理学

続けながら，教育が行われる場で
起こっている現象，起こりうる事
象に至る過程を，個人差を込みに
しながら丁寧に記述し，知見を積
み重ねてきたと考えられる。
「エビデンスに基づく教育」 
推進の潮流

　この小特集の企画意図では，
EBPMの機運の高まりの背景に
は心理学的な人間観に基づいて
政策を立案すべきという考えが
ある，と述べられている。しか
し，教育の場合は，このような考
え方よりも，「エビデンスに基づ
く教育」を推進する動きの影響が
大きいと思われる。この動きの契
機となったのは，「エビデンスに
基づく医療」の文脈で言うところ
の「エビデンス」に相当するよう
な知見群を教育研究者が産出して
いないとする批判（Hargreaves, 
1996）である。
　この批判が起こる前にも，研究
知見に基づいて効果的な教育的
介入を推奨しようとする動きは
あったが，それは代表的な数本の
研究知見を参照したガイドライ
ンであった（e.g.， United States 
Department of Education, 1986）。
それがこの批判を境にして，「エ
ビデンスに基づく医療」の文脈で
エビデンスレベルが高いとされ
る，メタ分析を中心とした研究知
見の数量的統合の結果から様々な
介入の効果の大小を一覧できる

れる知見を適用したところで，そ
れは，あらゆる条件下で一様に効
果が再現されるような処方箋と
しては機能しない（Pellegrini & 
Vivanet, 2021）。

知見の一般化に慎重な態度
　教授学習場面では，ある特定の
介入の効果は学習者の個人差に
よって異なる，適性処遇交互作
用（ATI）という現象が多く見ら
れる。あらゆる個人差に対して等
しく効果的な指導方法は存在しな
いことが，一連のATI研究の知
見から導かれる示唆である。しか
し，この現象を扱った研究知見も
また，再現可能性は高くなく，不
安定性をともなうことが指摘され
ている（並木, 1993）。
　ATIの概念を提唱したクロン
バックは，教授学習場面での交互
作用を検出するには途方もないほ
どのサンプルサイズが必要と指摘
した。そして，一般的な法則を導
くことよりも，特定の条件下での
事象を緻密に考察すること，現象
を深く理解するために役立つよう
な説明的概念を構築することの必
要を説いた（Cronbach, 1975）。
　教育的介入はATI研究が示唆
するように，これを受ける学習者
の個人差によって効果が異なる。
それが実施される条件も多様であ
るため，研究知見の一般化はなお
のこと難しい。教育心理学は，こ
れらに対して自覚的な態度を持ち

教育心理学と政策との関係
　教育心理学は，学校で行われて
いること，起こっていることを研
究対象とすることが多い。そのた
め，他の「○○心理学」と比べて
理論，考え方，方法論と政策の立
案，実施との関係は深い。2017
年改訂の学習指導要領には教育心
理学の理論的概念的枠組みが大き
く影響を与えたとの証言がある

（植阪他, 2019）。全国市区町村の
4分の1以上が，ある特定の心理
検査を政策として採用していると
も聞く。
　しかし，教育心理学の具体的な
研究知見が教育政策の立案にまで
影響を与えているとは言いがたい
のが現状ではないだろうか。この
背景には，教育心理学特有の態度
である，知見の一般化への慎重さ
があると思われる。
　義務教育だけをとっても，全国
約3万の学校，約40万の教室にあ
まねく適用可能な程度に，外的妥
当性の高い研究知見を得ることは
現実的ではない。学校での学習集
団であり生活集団の単位である小
中学校の学級の人数だけ見ても，
1人の学級もあれば40人を超える
学級もある。
　仮に全ての教室で，研究知見に
基づいた介入を実施するといった
政策を実施したとしても，その介
入が行われる条件は大きく異な
る。エビデンスレベルが高いとさ
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データベースが提供されるよう
になってきた（e.g., What Works 
Clearinghouse, 2017）。
　近年の日本では，教育心理学以
外の研究領域が教育を対象とした
大規模な調査を主導し，EBPMや

「エビデンスに基づく教育」の要
請に応えている状況が見られる。
この状況を「社会医学や教育経済
学分野の研究が教育心理学的な知
見の社会的・政策的なニーズを代
替しているのが実情」であり，教
育心理学にとっては「誠に残念な
現象が生じている」と評する向き
もある（星野・岡田, 2019）。
　教育心理学は，教育に関する学
問の中でも実証性を重視しつつ，
教育に関する様々な事象の複雑さ
に対峙し続け，得られる知見の一
般化に慎重な態度をとってきた。
では，教育心理学はこのような動
きの中で，社会的要請にどう応え
ていくべきなのだろうか。

Where it works を示す
　教育心理学が提供する知見は，
何が効果的なのか（what works）
だけでなく，介入からアウトカム
の発現に至る過程も記述するこ
とで，なぜ効果的なのか（how it 
works）にまで実証的，理論的に
迫ろうとする。この点が，教育に
関する他の研究領域との違いだろ
う。このような特長に加えて，ど
のような条件下で効果的なのか

（where it works）を示す知見を
提供することが，いっそう求めら
れるのではないだろうか。
　教室での指導は教師の手に委ね
られているところが多いが，それ
らは所与の条件下（例えば，1学
級当たり児童生徒数は法律で決め
られている）で実施されるもの
である。そして，教育的介入が
行われる場の条件を規定するの
が教育政策の役割の一つである。
し た が っ て，what works，how 

it works にとどまらず，where it 
worksを示すような知見を提供し
ていくことは，教育政策に対する
寄与という社会的要請に対する，
教育心理学の応答の仕方の一つと
考えられる。
　Where it worksを明らかにす
るには，従来のメタ分析では不十
分であり，様々な条件下で行われ
た類似研究の個票データの統合が
必要となる。これは，オープンサ
イエンスが今後いっそう推し進め
られることで可能となるだろう。
そして，クロンバックがかつて指
摘した，「途方もないほどのサン
プルサイズが必要」という問題が
解決される未来は，そう遠くはな
いだろう。

合理的な意志決定を支える実証
的な研究知見とは何かを問う

　教育は，ランダム化比較試験や
大規模調査の結果をそのまま処方
箋として利用できるような，単純
な営みではない。そして，「エビ
デンスに基づく医療」の枠組みを
安易に移植できるような領域でも
ないはずである。
　いわゆるエビデンスとは，行為
の規範を示すものではなく，理知
的な問題解決に必要な仮説を示す
ものにすぎない（Dewey, 1938）。
教育に関する意思決定は，教室で
の指導といったレベルのものもあ
れば，教育が行われる場の条件を
規定する政策といったレベルのも
のもある。
　様々なレベルに応じた，合理的
な意志決定を支える実証的な研究
知見とは何か，理知的な問題解決
のための仮説としての実証的な知
見の扱い方はどうあればよいの
か。これらを議論し，考え方を広
く社会に問うことは，教育という
複雑な事象に対して慎み深く向か
い合い続けながら実証的な知見を
提供してきた，教育心理学ならで

はの教育政策に対する寄与の仕方
の一つではないだろうか。
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